
▶ 株主総会招集ご通知… …………………… 1
▶ 株主総会参考書類… ……………………… 6
	 議案及び参考事項
　 第１号議案　剰余金の処分の件
　 第２号議案　定款一部変更の件
　 第３号議案　取締役12名選任の件
（添付書類）
▶ 事業報告… ……………………………… 21
▶ 連結計算書類… ………………………… 46
▶ 計算書類… ……………………………… 49
▶ 監査報告書… …………………………… 52

目　次

開催場所
大阪市中央区伏見町四丁目3番9号
HK淀屋橋ガーデンアベニュー
阪和興業株式会社　7階会議室

開催日時
2022年6月24日（金曜日）
午前10時（受付開始：午前9時）

新型コロナウイルスに関するお知らせ
　新型コロナウイルス感染拡大の終息がいまだ見えない中、
株主の皆様の安全確保及び感染拡大防止のため、株主の皆様
におかれましては、株主総会当日のご来場をお控えいただき、
事前にインターネット又は郵送により議決権を行使くださいま
すようお願い申し上げます。また、株主総会会場において、株
主様の皆様の安全に配慮した感染防止措置を講じますので、ご
協力賜りますようお願い申し上げます。

　今後の状況により株主総会の運営に大きな変更が生じる場
合は、当社ホームページ（https://www.hanwa.co.jp/）に
掲載いたしますので、ご確認のほどお願い申し上げます。

株主総会ご来場株主様へのお土産はご用意しておりませ
ん。
何卒ご理解賜りますようお願い申し上げます。

証券コード：8078

定時株主総会
招集ご通知

第75回
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招集ご通知
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証券コード8078
2022年６月２日

株 主 各 位
大阪市中央区伏見町四丁目3番9号

阪和興業株式会社
代表取締役社長 中川 洋一

第75回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。
さて、当社第75回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
なお、当日のご出席に代えて、書面又はインターネット等により議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の「株主総会参考書類」（６ページから20ページ）をご検討いただ
き、４ページ及び５ページに記載の「議決権行使方法についてのご案内」に従って、2022年６
月23日（木曜日）午後５時までに議決権を行使くださいますようお願い申し上げます。

敬 具

記

1. 日 時 2022年6月24日（金曜日）午前10時（受付開始：午前9時）

2. 場 所 大阪市中央区伏見町四丁目3番9号 HK淀屋橋ガーデンアベニュー
阪和興業株式会社 7階会議室
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3. 目的事項
報告事項 （1）第75期（2021年4月1日から2022年3月31日まで）事業報告の内容、

連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査
結果報告の件

（2）第75期（2021年4月1日から2022年3月31日まで）計算書類の内容報
告の件

決議事項 第1号議案 剰余金の処分の件
第2号議案 定款一部変更の件
第3号議案 取締役12名選任の件

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

◎法令及び当社定款第18条の規定に基づき、以下の事項につきましては、インターネット上の当社
ウェブサイト（https://www.hanwa.co.jp/）に掲載しておりますので、本招集ご通知の添付書
類には記載しておりません。
①連結計算書類の連結注記表 ②計算書類の個別注記表

なお、「連結注記表」及び「個別注記表」は、監査役及び会計監査人が監査報告書または会計監
査報告書を作成するに際して、連結計算書類及び計算書類の一部として、合わせて監査を受けて
おります。

◎株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類及び計算書類の内容に修正が生じた場合は、インタ
ーネット上の当社ウェブサイト（https://www.hanwa.co.jp/）において掲載することにより、
お知らせいたします。
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〈株主様へのお願い〉

1. 会場受付付近で、株主様のためのアルコール消毒液を配備いたしますのでご利用いただ
くとともに、マスクの持参・着用をお願い申し上げます。

2. 会場入口付近で検温をさせていただき、発熱があると認められる方、体調不良と思われ
る方は、入場をお断りし、お帰りいただく場合がございます。

3. 株主総会の運営スタッフは、検温を含め、体調を確認のうえマスク着用で応対をさせて
いただきます。

4. 座席の間隔を拡げることから、ご用意できる席数が例年より大幅に減少いたします。座
席数を少しでも確保するために、同フロア内に別会場を設けることも予定しております
が、想定以上の株主様が来場された場合には、入場をお断りする場合がございます。

5. 本総会においては、新型コロナウイルス感染拡大防止のため開催時間を短縮する観点か
ら、議場における報告事項（監査報告を含みます。）及び議案の詳細な説明は省略させて
いただきます。株主様におかれましては、事前に招集ご通知にお目通しいただけますよ
うお願い申し上げます。

6. 当社役員につきましても、感染拡大リスクの低減という観点から、株主総会当日の健康
状態にかかわらず、一部の役員のみの出席やオンラインによる出席とさせていただく可
能性があります。
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株主総会にご出席いただく場合
同封の議決権行使書用紙を
ご持参いただき、
会場受付にご提出ください。

・本招集ご通知は、当日会場までご持参くださいますようお願い申し上げます。
・当日は軽装（クールビズ）にて実施させていただきますので、株主の皆様におかれましても軽装でご出席く
　ださいますようお願い申し上げます。

株主総会開催日時

2022年 月 （金）午前10時日

書面にてご行使いただく場合
同封の議決権行使書用紙に
各議案に対する賛否を
ご記入いただきご返送ください。

行使期限

（木）2022年 月 日
午後5時到着分まで

インターネットにてご行使いただく場合
次ページの案内に従って、議案の
賛否のご入力をお願いいたします。
議決権行使書用紙にインターネットによる
議決権行使に必要となる、｢議決権行使コード」
と「パスワード」が記載されております。

行使期限

2022年 月 （木）日
午後5時受付分まで

6

6

6

24

23

23

〈重複して行使された議決権の取扱いについて〉
書面とインターネット等により、重複して議決権を行使された場合は、インターネット等による
ものを有効な議決権行使としてお取扱いいたします。また、インターネット等によって複数回
数、またはパソコン・スマートフォンで重複して議決権を行使された場合は、最後に行われたも
のを有効な議決権行使としてお取扱いいたします。
〈議決権電子行使プラットフォームのご利用について〉（機関投資家の皆様へ）
機関投資家の皆様に関しましては、本総会につき、株式会社ＩＣＪの運営する「議決権電子行使
プラットフォーム」から電磁的方法による議決権行使を行っていただくことも可能です。
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議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

）
線
取
切
（

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見本
見 本

｢パスワード」を入力

実際にご使用になる新しい
パスワードを設定してくだ
さい

スマート行使Ⓡによるご行使 インターネットによるご行使

三井住友信託銀行株式会社　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　午前9時～午後9時）

スマート行使Ⓡ・インターネットによる
議決権行使に関するお問い合わせ

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
電話番号：0120－782－031（フリーダイヤル）

（受付時間　平日午前9時～午後5時）

その他ご不明な点に関する
お問い合わせ

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

｢次へすすむ」をクリック

議決権行使書用紙に記載された「パスワード」を
ご入力ください。

3

議決権行使書用紙に記載された
｢議決権行使コード」をご入力ください。

2

｢議決権行使コード」を入力

｢ログイン」をクリック

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

｢スマート行使
可能です。

Ⓡ」での議決権行使は1回に限り

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1

 

｢議決権行使コード」および「パスワード」を入力すること
なく議決権行使ウェブサイトにログインすることができます。

※議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際の接続料金および通信料金等は株主様のご負担となります。
※インターネットのご利用環境、ご加入のサービスやご使用の機種によっては、議決権行使ウェブサイトをご利用いただけない場合が
　ございます。
 

「登録」をクリック

※「QRコード」は「㈱デンソーウェーブ」の登録商標です。 

議決権行使後に行使内容を変更する場合は、QRコードを
再度読み取っていただき、議決権行使ウェブサイトにアク
セスし、議決権行使書用紙に記載の ｢議決権行使コード｣・
｢パスワード｣ を入力してログイン、再度議決権行使をお願
いいたします。
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議案及び参考事項

第1号議案 剰余金の処分の件

剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。
第75期期末配当に関する事項
当社は、株主の皆様への継続的な利益の還元を経営の最重要政策の一つとして考えております。

これまで、株主の皆様に対しては安定した配当を継続して実施することを第一義とするとともに、
不断に収益力の向上に努め、基礎的な収益水準の上昇とともに戦略的投資からの利益回収状況に合
わせて、配当額の増加を目指してまいりました。また、内部留保金につきましては、経営基盤の強
化並びに成長事業・新規事業への積極投資に活用し、当社の企業価値の更なる向上に努めてまいり
ました。
これらの基本方針を引継ぎながら、当社は中期経営計画において、長期的な成長に向けた土台作

りと財務基盤の強化を一層進めております。
上記を踏まえ、当期の期末配当につきましては現状の水準を継続し、１株当たり50円とさせてい

ただきたいと存じます。

１ 配当財産の種類 金銭といたします。

２ 株主に対する配当財産の割当てに
関する事項及びその総額

当社普通株式1株につき50円といたしたいと存じます。
なお、この場合の配当総額は2,031,864,500円となります。
また、当社は2021年12月に1株につき50円の中間配当を実施
しておりますので、当期の年間配当金は1株につき100円とな
ります。

３ 剰余金の配当が効力を生じる日 2022年6月27日
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第2号議案 定款一部変更の件
1． 変更の理由
「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）のうち、株主総会参考書類等の電子提
供措置に関する規定が2022年９月１日に施行され、株主総会参考書類等の内容である情報につ
いて電子提供措置が認められるとともに、振替株式発行会社（上場会社）については、同日付で
電子提供措置をとる旨の定款変更がなされたものとみなされ、株主総会参考書類等の内容である
情報について、法令及び定款に基づき電子提供措置をとることが義務付けられることとなりま
す。これに伴い、所要の変更を行うものであります。

2． 変更の内容
変更の内容は次のとおりであります。

（下線は、変更箇所を示します。）
現行定款 変更案

（株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし
提供）
第１８条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主総

会参考書類、事業報告、計算書類及び連結
計算書類に記載又は表示をすべき事項に係
る情報を、法務省令に定めるところに従い
インターネットを利用する方法で開示する
ことにより、株主に対して提供したものと
みなすことができる。

（削除）

（新設） （株主総会参考書類等の電子提供措置）
第１８条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主総

会参考書類、事業報告、計算書類及び連結
計算書類の内容である情報について、電子
提供措置をとるものとする。

２ 当会社は、電子提供措置をとる事項のうち
法務省令で定めるものの全部又は一部につ
いて、議決権の基準日までに書面の交付を
請求した株主に対して交付する書面に記載
することを要しないものとする。
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現行定款 変更案
（新設） 附則

第１条 変更前定款第18条の規定の削除及び変更後
定款第18条の規定の新設は、2022年９月
１日から効力を生ずるものとする。

２ 前項の効力発生日から次の定めを有するもの
とする。なお、本定めは、当該効力発生日か
ら６か月を経過した日、もしくは効力発生日
から６か月以内に開催する最後の株主総会の
日から３か月を経過した日のいずれか遅い日
まで効力を有するものとする。

当会社は、株主総会の招集に際し、株主
総会参考書類、事業報告、計算書類及び
連結計算書類に記載又は表示をすべき事
項に係る情報を、法務省令に定めるとこ
ろに従いインターネットを利用する方法
で開示することにより、株主に対して提
供したものとみなすことができる。

３ 本条は、前項で定めるいずれか遅い日をもっ
てこれを削除する。
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第3号議案 取締役12名選任の件
本総会終結の時をもって、現任の取締役13名は任期満了となりますので、取締役12名の選任をお
願いしたいと存じます。
取締役候補者は次のとおりであります。

候補者番号 ⽒ 名 現在の当社における地位

1 古
ふる
川
かわ

弘成
ひろ なり

代表取締役会長 再 任

2 加
か
藤
とう

恭道
やす みち

代表取締役副会長 再 任

3 中
なか
川
がわ

洋一
よう いち

代表取締役社長 再 任

4 長
なが
嶋
しま

日出海
ひ で み

取締役専務執行役員 再 任

5 倉
くら
⽥
た

泰晴
やす はる

取締役専務執行役員 再 任

6 畠
はた
中
なか

康司
やす し

取締役専務執行役員 再 任

7 篠
ささ
山
やま

陽一
よう いち

取締役専務執行役員 再 任

8 堀
ほり

龍兒
りゅう じ

取締役 再 任 社外取締役 独立役員

9 手
て
島
じま

達也
たつ や

取締役 再 任 社外取締役 独立役員

10 中
なか
井
い

加明三
か め ぞう

取締役 再 任 社外取締役 独立役員

11 古
ふる
川
かわ

玲子
れい こ

― 新 任 社外取締役 独立役員

12 松
まつ
原
ばら

圭司
けい じ

取締役常務執行役員 再 任
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候補者
番 号

⽒ 名
（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

1
再 任

ふるかわ ひろなり

古川 弘成
（1946年10月30日生）
■ 所有する当社株式数

36,438株
（取締役会への出席状況）
17回／17回（100％）

1969年 3 月 当社入社
1996年 4 月 阪和（香港）有限公司副社長 兼 アジア地域

副支配人（中国・香港）
1997年 6 月 当社取締役
2003年 4 月 当社常務取締役
2005年 4 月 当社専務取締役
2009年 4 月 当社代表取締役副社長
2011年 4 月 当社代表取締役社長
2022年 4 月 当社代表取締役会長（現任）

【取締役候補者とした理由】
入社以来、国内外で主に鉄鋼事業全般に携わり、2011年より代表取締役社長として当社を牽引
してまいりました。本年4月より代表取締役会長を務めており、当社での豊富なマネジメント経
験及びグローバルな知見を活かし、今後の当社の経営を俯瞰的に管理監督することができるもの
と判断し、引き続き取締役候補者といたしました。

2
再 任

か とう やすみち

加藤 恭道
（1955年4月26日生）
■ 所有する当社株式数

27,720株
（取締役会への出席状況）
17回／17回（100％）

1978年 4 月 当社入社
2009年 4 月 当社理事 大阪厚板・鋼板建材・鋼板販売担当
2010年 6 月 当社取締役
2012年 4 月 当社取締役常務執行役員
2016年 4 月 当社取締役専務執行役員
2019年 4 月 当社取締役副社長執行役員
2021年 4 月 当社代表取締役副社長執行役員
2022年 4 月 当社代表取締役副会長（現任）

【取締役候補者とした理由】
入社以来、主に鉄鋼事業の鋼板部門に携わり、2021年より代表取締役副社長執行役員、本年4
月より代表取締役副会長を務めています。長年にわたる当社でのマネジメント経験を活かし、今
後の当社の経営を俯瞰的に管理監督することができるものと判断し、引き続き取締役候補者とい
たしました。
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候補者
番 号

⽒ 名
（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

3
再 任

なかがわ よういち

中川 洋一
（1961年8月14日生）
■ 所有する当社株式数

6,915株
（取締役会への出席状況）
17回／17回（100％）

1986年 4 月 当社入社
2013年 4 月 当社理事 経理・関連事業担当 兼 経理部長

兼 関連事業部長
2014年 4 月 当社執行役員
2015年 6 月 当社取締役執行役員
2016年 4 月 当社取締役常務執行役員
2017年 4 月 当社取締役専務執行役員
2022年 4 月 当社代表取締役社長（現任）

【取締役候補者とした理由】
入社以来、主に経理・財務部門に携わり、2015年より取締役執行役員として経理・財務を担
当、2017年より取締役専務執行役員、本年4月より代表取締役社長を務めています。高い専門
的知識や、12年余りの米国勤務などにより培われたグローバルで幅広い知見、豊富なマネジメ
ント経験を活かし、当社の企業価値向上及び経営基盤の強化に貢献できるものと判断し、引き続
き取締役候補者といたしました。

4
再 任

ながしま ひ で み

長嶋日出海
（1960年2月15日生）
■ 所有する当社株式数

15,613株
（取締役会への出席状況）
17回／17回（100％）

1983年 4 月 当社入社
2011年 4 月 当社理事 東京厚板・鋼板販売・鋼板建材第

一・鋼板建材第二・北海道支店担当
2012年 4 月 当社執行役員
2015年 6 月 当社取締役執行役員
2016年 4 月 当社取締役常務執行役員
2017年 4 月 当社取締役専務執行役員（現任）
【現在の担当】
名古屋支社長

【取締役候補者とした理由】
入社以来、主に鉄鋼事業の鋼板部門に携わり、2015年より取締役執行役員として東京鋼板部門
を担当、2017年より取締役専務執行役員を務めています。高い専門的知識と豊富な実務経験を
活かし、名古屋支社長として更なる業績向上に貢献できるものと判断し、引き続き取締役候補者
といたしました。
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候補者
番 号

⽒ 名
（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

5
再 任

くら た やすはる

倉⽥ 泰晴
（1959年9月12日生）
■ 所有する当社株式数

2,085株
（取締役会への出席状況）
17回／17回（100％）

1982年 4 月 当社入社
2011年 4 月 当社理事 アジア地域支配人（アセアン・イン

ド・中東）鉄鋼・機械を除く部門担当 兼
HANWA SINGAPORE（PRIVATE） LTD. 会
長

2012年 4 月 当社執行役員
2016年 4 月 当社常務執行役員
2016年 6 月 当社取締役常務執行役員
2017年 4 月 当社取締役専務執行役員（現任）
【現在の担当】
エネルギー部門・食品部門・生活資材・新規事業推進統轄

【取締役候補者とした理由】
入社以来、主に非鉄金属事業に携わり、2010年よりアジア地域支配人としての５年余りのシン
ガポール勤務を経て、2016年より取締役常務執行役員としてエネルギー・生活資材事業及び食
品事業を統轄、2017年より取締役専務執行役員を務めています。国内外で培った豊富な実務経
験を活かし、更なる業績向上に貢献できるものと判断し、引き続き取締役候補者といたしまし
た。

6
再 任

はたなか やす し

畠中 康司
（1960年8月30日生）
■ 所有する当社株式数

6,975株
（取締役会への出席状況）
17回／17回（100％）

1983年 4 月 当社入社
2012年 8 月 当社理事 大阪薄板第一・薄板第二・薄板第

三・スチールサービス事業推進担当 兼 東京
薄板国際担当補佐 兼 大阪本社薄板第三部長

2013年 4 月 当社執行役員
2014年 6 月 当社取締役執行役員
2016年 4 月 当社取締役常務執行役員
2019年 4 月 当社取締役専務執行役員（現任）
【現在の担当】
大阪本店長 兼 大阪条鋼部門・大阪鋼板部門・スチールサー
ビス事業推進・九州支社・中国支店・北陸支店統轄

【取締役候補者とした理由】
入社以来、主に鉄鋼事業の鋼板部門に携わり、2002年より５年間の中国勤務を経て、2014年
より取締役執行役員として大阪鋼板部門及びスチールサービス事業を担当、2019年より取締役
専務執行役員として、大阪本店長並びに西日本の鉄鋼事業及び各営業拠点を統轄しています。高
い専門的知識と豊富な実務経験を活かし、更なる業績向上に貢献できるものと判断し、引き続き
取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

⽒ 名
（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

7
再 任

ささやま よういち

篠山 陽一
（1961年11月8日生）
■ 所有する当社株式数

2,187株
（取締役会への出席状況）
17回／17回（100％）

1984年 4 月 当社入社
2012年 4 月 当社理事 東京薄板担当 兼 薄板部長
2014年 4 月 当社執行役員
2017年 4 月 当社常務執行役員
2017年 6 月 当社取締役常務執行役員
2021年 4 月 当社取締役専務執行役員（現任）
【現在の担当】
東京鋼板部門・新潟支店・木材部門統轄

【取締役候補者とした理由】
入社以来、主に鉄鋼事業の鋼板部門に携わり、2014年より鉄鋼・機械部門担当アジア地域支配
人としての３年余りのタイ、インドネシア勤務を経て、2017年より取締役常務執行役員、
2021年４月より取締役専務執行役員を務めています。国内外での高い専門的知識と豊富な実務
経験を活かし、東京鋼板部門、新潟支店及び木材部門の統轄として更なる業績向上に貢献できる
ものと判断し、引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

⽒ 名
（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

8
再 任

社外取締役

独立役員

ほり りゅう じ

堀 龍 兒
（1943年9月3日生）
■ 所有する当社株式数

1,624株
（取締役会への出席状況）
16回／17回（94％）

1966年 4 月 岩井産業株式会社（現 双日株式会社）入社
1996年 6 月 日商岩井株式会社（現 双日株式会社）取締役
2000年 6 月 同社常務取締役
2002年 6 月 同社専務執行役員（2003年3月退任）
2003年 4 月 早稲⽥大学法学部教授
2004年 4 月 早稲⽥大学大学院法務研究科教授（2014年3月退

任）
2005年 6 月 株式会社トクヤマ社外監査役（2017年6月退任）
2011年 6 月 リスクモンスター株式会社社外取締役（現任）
2012年 6 月 株式会社Ｔ＆Ｄホールディングス社外取締役（2018

年6月退任）
2013年 4 月 学校法人早稲⽥大阪学園専務理事・学園長（2018年

12月退任）
2014年 4 月 ＴＭＩ総合法律事務所顧問（現任）

早稲⽥大学名誉教授（現任）
2014年 6 月 当社取締役（現任）
2016年 5 月 株式会社ニシキ社外取締役（2020年5月退任)
2018年 6 月 株式会社ロッテ社外監査役（現任）
2019年12月 ＴＭＩベンチャーズ株式会社代表取締役（現任)
(重要な兼職の状況)
リスクモンスター株式会社社外取締役
株式会社ロッテ社外監査役

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
総合商社におけるリスク管理等に長年携わることで培われた専門知識や法律の専門家としての広
範な知見に加え、大学教授としての経験も有することから、総合的・多面的な視野から当社の経
営判断に対する助言及び業務執行に対する監督の役割を担っていただくことを期待し、引き続き
社外取締役候補者といたしました。
【独立性に関する事項】
堀龍兒氏は、当社が定める社外役員の独立性に関する判断基準（20ページに記載）を満たして
おり、当社は同氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。
なお、同氏は、当社との間に特別な利害関係を有しておらず、独立性に影響を及ぼすものではな
いと判断しております。
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候補者
番 号

⽒ 名
（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

9
再 任

社外取締役

独立役員

て じま たつ や

手島 達也
（1946年7月12日生）
■ 所有する当社株式数

3,079株
（取締役会への出席状況）
17回／17回（100％）

1969年 4 月 東邦亜鉛株式会社入社
1999年 6 月 同社取締役
2000年 6 月 同社執行役員
2002年 1 月 同社常務執行役員
2002年 6 月 同社常務取締役 兼 常務執行役員
2003年 6 月 同社代表取締役常務 兼 常務執行役員
2005年 6 月 同社代表取締役専務 兼 専務執行役員
2006年 6 月 同社代表取締役社長 兼 最高執行責任者
2008年 6 月 同社代表取締役社長（2017年6月退任）
2017年 6 月 同社相談役（現任）

古河機械金属株式会社社外取締役（現任）
2018年 6 月 当社取締役（現任）
(重要な兼職の状況)
古河機械金属株式会社社外取締役
東邦亜鉛株式会社相談役

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
長年にわたり非鉄金属製錬会社の経営者を務め、経営を通じて培われた広範な知識と豊富な経験
を有していることから、その高い人格・識見に基づき、実践的且つ客観的な立場から当社の経営
判断に対する助言及び業務執行に対する監督の役割を担っていただくことを期待し、引き続き社
外取締役候補者といたしました。
【独立性に関する事項】
手島達也氏は、当社が定める社外役員の独立性に関する判断基準（20ページに記載）を満たし
ており、当社は同氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ておりま
す。なお、同氏は、当社の取引先である東邦亜鉛株式会社の代表取締役社長を2017年6月まで
務めておりましたが、当社と東邦亜鉛株式会社との取引額は当社の年間連結売上高の0.3%未満
であり、その規模・性質などに照らして、同氏の独立性に影響を及ぼすものではないと判断して
おります。
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候補者
番 号

⽒ 名
（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

10
再 任

社外取締役

独立役員

なか い か め ぞう

中井加明三
（1950年7月30日生）
■ 所有する当社株式数

2,438株

（取締役会への出席状況）
16回／17回（94％）

1974年 4 月 野村證券株式会社（現 野村ホールディングス株式会社）入社
1995年 6 月 同社取締役
1999年 4 月 同社常務取締役
2003年 4 月 野村アセットマネジメント株式会社取締役 兼 専務執行役員
2003年 6 月 同社専務執行役

野村ホールディングス株式会社執行役（2006年3月退任）
2008年 4 月 野村アセットマネジメント株式会社顧問（2009年3月退任）
2009年 6 月 野村土地建物株式会社取締役社長(代表取締役)（2012年3月

退任)
2011年 6 月 野村不動産ホールディングス株式会社取締役社長(代表取締役)
2012年 2 月 野村不動産株式会社取締役 兼 執行役員
2012年 4 月 同社取締役社長(代表取締役) 兼 社長執行役員
2012年 5 月 野村不動産ホールディングス株式会社取締役社長(代表取締役)

兼 社長執行役員
2015年 4 月 野村不動産株式会社取締役会長(代表取締役)
2015年 6 月 野村不動産ホールディングス株式会社取締役会長(代表取締役)

（2017年6月退任)
2017年 4 月 野村不動産株式会社取締役（2017年6月退任）
2017年 6 月 同社常任顧問（2020年9月退任）

株式会社だいこう証券ビジネス社外取締役（2021年3月退任)
2018年11月 株式会社ビックカメラ社外取締役（2020年11月退任)
2019年 6 月 当社取締役（現任）
2020年12月 近未来設計株式会社代表取締役（現任）
2021年 4 月 株式会社だいこう証券ビジネス顧問（2022年3月退任）
(重要な兼職の状況)
近未来設計株式会社代表取締役

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
長年にわたる証券業界や不動産業界での会社経営を通じて培われた広範な知識と豊富な経験を有
しており、特に金融や投資における実践的且つ多面的な立場から当社の経営判断に対する助言及
び業務執行に対する監督の役割を担っていただくことを期待し、引き続き社外取締役候補者とい
たしました。
【独立性に関する事項】
中井加明三氏は、当社が定める社外役員の独立性に関する判断基準（20ページに記載）を満た
しており、当社は同氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ておりま
す。なお、同氏は、当社の取引先である野村不動産株式会社の業務執行者を2017年6月まで務め
ておりましたが、当社と野村不動産株式会社との取引額は当社の年間連結売上高の0.1％未満で
あり、その規模・性質などに照らして、同氏の独立性に影響を及ぼすものではないと判断してお
ります。
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候補者
番 号

⽒ 名
（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

11
新 任

社外取締役

独立役員

ふるかわ れい こ

古川 玲子
（1959年２月12日生）
■ 所有する当社株式数

0株

1981年 4 月 日本ユニバック株式会社（現 BIPROGY株式
会社）入社

2007年 4 月 日本ユニシス・エクセリューションズ株式会
社（現 UEL株式会社）インダストリー開発部
長

2009年 4 月 同社執行役員
2011年 4 月 ユニアデックス株式会社アウトソーシング企

画部長
2014年 4 月 同社品質保証部長
2017年 7 月 同社常勤監査役（2021年６月退任）

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
長年にわたる大手情報システム企業グループにおける実務や経営、監査等のさまざまな経験に裏
打ちされた深い見識を有していることから、特に、情報システムや内部統制の分野において実践
的且つ客観的な視点から当社の経営判断に対する助言及び業務執行に対する監督の役割を担って
いただくことを期待し、社外取締役候補者といたしました。
【独立性に関する事項】
古川玲子氏は、当社が定める社外役員の独立性に関する判断基準（20ページに記載）を満たし
ており、当社は同氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出る予定であ
ります。なお、同氏は、当社との間に特別な利害関係を有しておらず、独立性に影響を及ぼすも
のではないと判断しております。
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候補者
番 号

⽒ 名
（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

12
再 任

まつばら けい じ

松原 圭司
（1960年11月9日生）
■ 所有する当社株式数

6,270株
（取締役会への出席状況）
17回／17回（100％）

1983年 4 月 当社入社
2014年 4 月 当社理事 中国華東地区総代表 兼 阪和（上

海）管理有限公司（董事長総経理）兼 アジア
地域線材特殊鋼チタン担当

2015年 4 月 当社執行役員
2018年 4 月 当社常務執行役員
2020年 6 月 当社取締役常務執行役員（現任）
【現在の担当】
東京厚板・機械部門・全社線材特殊鋼事業統轄

【取締役候補者とした理由】
入社以来、主に鉄鋼事業の線材特殊鋼部門に携わり、2013年より６年間の中国勤務を経て、
2020年より取締役常務執行役員を務めています。国内外での高い専門的知識と豊富な実務経験
を活かし、東京厚板・機械部門、全社線材特殊鋼事業の統轄として更なる業績向上に貢献できる
ものと判断し、引き続き取締役候補者といたしました。

（注）1. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 堀龍兒、手島達也、中井加明三、古川玲子の各氏は、社外取締役候補者であります。
3. 堀龍兒氏は、現在当社の社外取締役であり、就任してからの年数は本総会終結の時をもって８年であり
ます。

4. 手島達也氏は、現在当社の社外取締役であり、就任してからの年数は本総会終結の時をもって４年であ
ります。

5. 中井加明三氏は、現在当社の社外取締役であり、就任してからの年数は本総会終結の時をもって３年で
あります。

6. 手島達也氏が2017年６月まで代表取締役を務めていた東邦亜鉛株式会社において、同社の安中製錬所
が過去に出荷した非鉄スラグ製品の一部に、土壌汚染対策法の土壌環境基準を超過した製品があったこ
とが判明いたしました。

7. 中井加明三氏が2017年6月まで取締役を務めていた野村不動産株式会社は、2017年12月に、同社の
裁量労働制の運用に関して、労働基準監督署より是正勧告及び指導を受けました。

8. 当社は、堀龍兒、手島達也、中井加明三の各氏との間で会社法第423条第1項の賠償責任を限定する契
約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令の定める額であります。なお、各氏の再
任が承認された場合、当社は各氏との間の当該契約を継続する予定であります。また、古川玲子氏の選
任が承認された場合、当社は同氏との間で同様の契約を締結する予定であり、当該契約に基づく賠償責
任限度額は、法令の定める額とします。
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9. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、
被保険者が負担することになる、職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を
受けることにより生ずる損害及び法令の規定に違反したことが疑われ、又は責任の追及に係る請求を
受けたことに対処するために支出する費用の損害を当該保険契約により填補することとしておりま
す。候補者は、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。

10. 所有する当社株式数には、当社役員持株会における持分株数を含んでおります。
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当社は社外役員（社外取締役及び社外監査役）の独立性について、独立性を実質的に担保するための判断
基準を策定すべきであるというコーポレートガバナンス・コードの原則4-9の趣旨に則り、2017年9月26日
開催の取締役会において、以下のとおり「社外役員の独立性に関する判断基準」について決議いたしまし
た。

当社における社外役員の独立性に関する判断基準について
当社の社外役員（社外取締役及び社外監査役）について、以下の各号いずれの基準にも該当しない場合

は、当社は当該社外役員を、独立性を有する者と判断します。
1. 当社の大株主（直近の事業年度末において、直接・間接に10％以上の議決権を保有）またはその業務執
行者

2. 当社が大株主（直近の事業年度末において、直接・間接に10％以上の議決権を保有）となっている者ま
たはその業務執行者

3. 当社の主要な取引先（直近の事業年度において、取引金額が当社の年間連結売上高の２％を超える取引
先）またはその業務執行者

4. 当社の主要な借入先（直近の事業年度末の借入額が当社の連結総資産の２％を超える借入先）またはその
業務執行者

5. 当社の会計監査人の代表社員または社員
6. 当社から役員報酬以外に、直近の事業年度において年間1,000万円を超える金銭その他の財産を得ている
コンサルタント、弁護士、公認会計士、税理士等の専門的サービスを提供する者（当該財産を得ている者
が法人、組合等の団体である場合は、当該団体に所属する者をいう。）

7. 当社から直近の事業年度において、年間1,000万円を超える寄付・助成等を受けている者（当該寄付・助
成等を受けている者が法人、組合等の団体である場合は、当該団体の業務執行者）

8. 過去３年間において上記１．～７．に該当する者
9. 上記１．～８．に該当する者の近親者
（注１）業務執行者とは、業務執行取締役、執行役、執行役員及びその他の使用人等をいう。
（注２）近親者とは、二親等以内の親族をいう。
なお、基準のいずれかに該当する者であっても、当該人物が会社法上の社外取締役・社外監査役の要件を充
足しており、かつ、当社の現状を鑑みて当該人物が必要な専門性や経験を有するとともに、その知見や視点が
当社の経営にとって有益で、独立社外役員としてふさわしいと判断した場合には、判断の理由及び独立社外役
員としての要件を充足している旨を対外的に説明することによって、当該人物を当社の独立社外役員候補者と
することができるものとします。

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
※英文株主総会招集ご通知（要旨）につきましては、当社ホームページをご覧ください。
（ホームページアドレス）https://www.hanwa.co.jp
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1 企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果
■ 当連結会計年度の経済環境
当連結会計年度における世界経済は、新型コロナウイルス感染症（以下「感染症」という。）の影響からの持

ち直しの動きが見られましたが、一方で、半導体などの供給制約やコンテナ不足といったサプライチェーンの混
乱や資源価格の高騰などによりインフレーション（以下「インフレ」という。）が進行しました。また、年度末
にかけて急速に深刻化したウクライナ情勢の影響が顕在化し始めました。米国や欧州では感染症の流行に伴う活
動制限が緩和傾向に向かうなかで、個人消費・企業業績ともに回復が進みましたが、インフレ高進を受け、資産
買い入れの縮小や政策金利の見直しなど、金融政策を転換する動きが見られました。中国ではゼロコロナ政策の
下、散発的に活動制限が強化されるなど、個人消費が下押しされる事態や半導体などの供給制約に伴い生産活動
が停滞する局面も見られましたが、景気は回復基調にありました。その他の新興諸国では防疫・医療体制の弱さ
から活動制限が長期化し、回復の遅れが目立ちましたが、緩やかな持ち直しの動きが見られました。
国内経済については、感染症の再拡大に伴い活動制限が強化されたことで小売りや消費性向が弱い動きをする

局面もありましたが、輸出や生産活動を中心に回復傾向が続きました。一方で、資源価格の高騰などによりイン
フレが進行し、また米国などとの金融政策の違いなどを背景に円安が進行しました。

■ 当連結会計年度の業績の概要
このような環境において、当連結会計年度の売上高は、経済活動が回復傾向にあるなかで鉄鋼事業を中心に取

扱数量を伸ばしたほか、鋼材や非鉄金属などの商品価格が上昇基調にあったことも加わり、２兆1,640億49百万
円となりました。利益面では、営業利益は食品事業を除く全ての事業セグメントで増益となったことで、前連結
会計年度比113.3％増の623億67百万円となりました。また、鉄鋼事業を中心に持分法による投資利益が増加し
たことなどから、経常利益は前連結会計年度比117.6％増の627億18百万円に、親会社株主に帰属する当期純利
益は前連結会計年度比122.3％増の436億17百万円となりました。
なお、当連結会計年度の期首より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日）等

を適用しており、売上高について前連結会計年度比増減率を記載しておりません。

■ セグメント別の状況
当連結会計年度より、報告セグメントを従来の「プライマリー原料事業」「リサイクル原料事業」から、「プラ

イマリーメタル事業」「リサイクルメタル事業」に名称変更しております。
また、2021年４月１日付の組織変更に伴い、事業セグメントの区分方法を見直し、「鉄鋼事業」の一部を「プ

ライマリーメタル事業」に含めております。加えて、2022年１月に実施した子会社の事業再編に伴い、「海外販
売子会社」に含めていた子会社の事業の一部を「食品事業」に含めております。なお、前連結会計年度比較につ
きましては、変更後の区分方法に基づき行っております。

鉄鋼事業においては、製造業分野、建築土木分野とも回復傾向が続いており、鋼材需要の増加を背景に取扱数
量を伸ばしました。また、鋼材価格は原料価格の上昇などを反映して上げ基調が続き、紐付き、店売り分野で利
幅を拡げました。これらの結果、当事業の売上高は１兆81億64百万円、セグメント利益は前連結会計年度比
86.9％増の359億58百万円となりました。
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プライマリーメタル事業においては、鉄鋼・非鉄金属メーカーなどで操業の持ち直しが続くなか、ステンレス
母材やマンガン系合金鉄などの取扱いが増加したほか、電池需要の高まりなどからニッケル価格が上伸するなど
各種商品価格が上昇基調にあったこともあり、利幅を拡大しました。これらの結果、当事業の売上高は2,019億
70百万円、セグメント利益は前連結会計年度比88.9％増の72億47百万円となりました。
リサイクルメタル事業においては、製造業における生産活動の復調を背景にベースメタルの国際価格の上昇が

続くなか、アルミニウム・銅スクラップなどの拡販が収益を押し上げました。また、ステンレススクラップなど
の供給量が国内外で不足するなか、連結子会社の集荷・在庫機能なども活用し取扱数量を増やしました。これら
の結果、当事業の売上高は1,315億88百万円、セグメント利益は前連結会計年度比276.1％増の28億83百万円
となりました。
食品事業においては、営業自粛が続いた外食産業向けの加工品類の取扱いが低調に推移した一方、旺盛な中

食・内食需要を背景に量販店向けの取扱数量を増やしたほか、商品価格の上昇局面で利幅を拡げました。また、
連結子会社においては、米国子会社で量販店向け取引の増加やカニ類などの相場上昇を背景に採算の改善が続い
たほか、国内子会社では取扱品目の拡大などを通じて収益を伸ばしました。これらの結果、当事業の売上高は
1,166億99百万円、セグメント利益は前連結会計年度比42.9％増の30億24百万円となりました。
エネルギー・生活資材事業においては、世界的なエネルギー需要の高まりから原油・石油製品価格が上昇傾向

にあったことに加え、PKS（パーム椰子殻）やウッドペレットの取扱数量を伸ばしたことで収益を押し上げたほ
か、生活資材分野では外出自粛下における日用品や生活雑貨類の需要増により取扱数量を伸ばしました。これら
の結果、当事業の売上高は2,907億69百万円、セグメント利益は前連結会計年度比22.3％増の67億84百万円と
なりました。
海外販売子会社においては、東南アジア各国を中心に経済活動の抑制傾向が続いたものの、インドネシアおよ

びシンガポールにおいて徳信鋼鉄有限公司製の鋼材の取扱いを伸ばし、収益を拡大しました。また、米国の鉄鋼
事業やリサイクルメタル事業が米国内の供給タイト化を背景に輸入材の取扱いを伸ばしたことなども収益に貢献
しました。これらの結果、売上高は3,338億98百万円、セグメント利益は前連結会計年度比286.4％増の67億
22百万円となりました。
その他の事業においては、木材事業では、住宅メーカー向けなどで販売先や取扱い品目を拡大したほか、米国

に端を発する木材価格の高騰に伴い、輸入製材の販売を中心に収益を押し上げました。一方、機械事業では、レ
ジャー施設分野・産業機械分野ともに完工物件が前年同期に比べて少なかったことから減収・減益となりまし
た。これらの結果、売上高は1,302億89百万円、セグメント利益は前連結会計年度比156.0％増の37億26百万
円となりました。
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報告セグメントごとの売上高及び利益

セグメントの名称 外部顧客への売上高
（百万円）

構成比
（％）

セグメント利益
（百万円）

鉄 鋼 事 業 983,651 45.4 35,958
プ ラ イ マ リ ー メ タ ル 事 業 195,597 9.0 7,247
リ サ イ ク ル メ タ ル 事 業 127,573 5.9 2,883
食 品 事 業 116,167 5.4 3,024
エネルギー・生活資材事業 280,397 13.0 6,784
海 外 販 売 子 会 社 333,558 15.4 6,722
そ の 他 127,103 5.9 3,726

計 2,164,049 100.0 66,346
調 整 額 ― ― △3,628
連 結 2,164,049 100.0 62,718

（注）1. セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
2. 「セグメント別の状況」における売上高の数字は、セグメント間の内部売上高または振替高を含んだ売
上高を表しております。

（2）設備投資の状況
当連結会計年度においては、特に記載すべき設備投資はありません。

（3）資金調達の状況
当社グループにおきましては、商品を対象物とするヘッジ取引のうち、契約に基づき取引先等に評価損益が帰

属するヘッジ取引を行っておりますが、昨今のウクライナへのロシアによる軍事侵攻に端を発し、ロンドン金属
取引所において先物商品価格が急騰したことを受けて、当連結会計年度におきまして、当該取引等に係る長期差
入保証金が発生し、その対応策としてコミットメントライン契約の実行及び短期借入金による資金調達を行いま
した。
また、当連結会計年度末において、当該ヘッジ取引の時価会計処理により、評価損相当の取引先に対する未収

入金及び商品先渡負債が両建てで増加しております。

（4）対処すべき課題
■ 次期の見通し
米国や欧州では感染症の流行に伴う活動制限の緩和が続くことが予想され、個人消費や経済活動の回復が一段

と進むものと思われます。一方、中国では足もとでの感染者数の増加に伴い、ゼロコロナ政策による活動制限の
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さらなる強化が見込まれるなかで、景気回復のペースは鈍化することが予想されます。その他の新興諸国では先
進国経済にけん引され持ち直しの動きが見られるものの、感染症流行の長期化を背景に、内需を中心に回復の遅
れが懸念されます。
国内経済は、感染症対策と景気刺激策の両立により、経済社会活動の持ち直しが期待される一方、急速な円安
などによる個人消費等への影響には留意が必要と思われます。
また、ウクライナ情勢等による不透明感が強まっているなかでの資源価格の高騰をはじめとするインフレの影

響、感染症等に起因する供給面での制約や各国中央銀行における金融引締め策による金利上昇など、経済の下振
れリスクに引き続き注視が必要と考えております。
なお、「（３）資金調達の状況」（23ページ）に記載していますとおり、取引先等に評価損益が帰属するヘッジ
取引に関し、当連結会計年度末において長期差入保証金や未収入金が増加したほか、コミットメントライン契約
の実行を含む金融機関からの資金の借入れを行っております。当該資産及び負債の残高は、先渡取引の契約残高
の減少や取引先からの資金の回収などに伴い減少していく見込みですが、ウクライナ情勢等を含む経済環境の変
化やそれらに起因する商品価格の著しい変動、また取引先の信用リスクの悪化などにより、当社グループの経営
成績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
当社グループとしましては、このような事業環境のなかにおいても、各事業分野における需要動向を的確に把

握し、取引先のニーズを反映した適切な販売・在庫政策を進めるとともに、国内外で新規取引先を積極的に開拓
することにより、業績の維持・向上に注力していく所存です。

■ 中期経営計画について
また、当社グループは、2020年度から2022年度までの３か年にわたる中期経営計画を推進しております。本
中期経営計画では、「ESG, SDGsに根差した経営」を基礎に、「Ⅰ．経営基盤の強化」（1階）、「Ⅱ．事業戦略の
発展」（2階）、「Ⅲ．投資の収益化」（3階）という３階建ての構造のもと、企業体力の強化と中・長期的な収益力
の向上とをバランス良く舵取りし、2030年度も見据えた持続的な成長への取り組みを進めております。
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（5）財産及び損益の状況の推移

区 分 第72期
2018年度

第73期
2019年度

第74期
2020年度

第75期 (当期）
2021年度

売 上 高 （百万円） 2,074,600 1,907,493 1,745,501 2,164,049
経常利益又は経常損失（△） （百万円） 23,395 △12,598 28,821 62,718
親会社株主に帰属する当期純
利益又は親会社株主に帰属す
る当期純損失（△）

（百万円） 13,914 △13,674 19,617 43,617

純 資 産 （百万円） 202,459 166,097 191,857 240,497
総 資 産 （百万円） 933,307 798,442 824,590 1,715,394
1 株 当 た り 純 資 産 4,632円55銭 4,027円01銭 4,656円17銭 5,834円98銭
1株当たり当期純利益又は
1株当たり当期純損失（△） 342円41銭 △336円51銭 482円74銭 1,073円34銭

（注）1. 1株当たり当期純利益又は1株当たり当期純損失は、自己株式数を控除した期中平均発行済株式数に基
づき、1株当たり純資産は、自己株式数を控除した期末発行済株式総数に基づき、算出しております。

2. 当連結会計年度より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日) 等を適
用しており、当連結会計年度の財産及び損益の状況については、当該会計基準等を適用した後の数値
を記載しております。
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（6）重要な子会社の状況

会社名 資本金 議決権の
比率(％) 事業内容

エスケーエンジニアリング株式会社 222百万円 100.0 鉄骨工事の現場施工管理
株式会社ダイサン 200百万円 100.0 鉄鋼製品の加工及び販売
阪和エコスチール株式会社 110百万円 100.0 鉄鋼製品の加工、販売及びレンタル

阪和流通センター東京株式会社 100百万円 100.0 鉄鋼製品の保管及び加工、金属原料・
エネルギー関連製品の保管等

阪和流通センター大阪株式会社 100百万円 100.0 鉄鋼製品の保管及び加工の請負
阪和流通センター名古屋株式会社 100百万円 100.0 鉄鋼製品の保管及び加工等
阪和スチールサービス株式会社 100百万円 100.0 鉄鋼製品の加工及び販売

三栄金属株式会社 100百万円 100.0
(3.0) 鉄鋼製品の加工及び販売

株式会社トーハンスチール 64百万円 100.0 鉄筋加工及び工事の請負
ジャパンライフ株式会社 60百万円 100.0 土木建築金物の設計、加工及び販売

すばる鋼材株式会社 57百万円 100.0
(3.0) 鉄鋼製品の加工及び販売

ダイコー小和野株式会社 50百万円 100.0 鉄鋼製品の加工及び販売

亀井鐵鋼株式会社 50百万円 100.0
(1.0) 鉄鋼製品の加工及び販売

大鋼産業株式会社 35百万円 100.0
(3.0) 鉄鋼製品の販売及び工事の請負

鉄建工業株式会社 10百万円 100.0 鋼構造物の製造及び加工

太洋鋼材株式会社 10百万円 100.0
(100.0) 鉄鋼製品の加工、販売及びレンタル

株式会社松岡鋼材 10百万円 100.0
(100.0) 鉄鋼製品の加工及び販売

福岡鋼業株式会社 10百万円 100.0
(3.0) 鉄鋼製品の加工及び販売

北陸コラム株式会社 70百万円 98.7 鉄鋼製品の加工及び販売

株式会社カネキ 20百万円 98.5
(1.5) 鉄鋼製品の加工及び販売
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会社名 資本金 議決権の
比率(％) 事業内容

廣内圧延工業株式会社 100百万円 96.8 鉄鋼製品の加工及び販売
山陽鋼材株式会社 20百万円 51.0 鉄鋼製品の加工及び販売
HANWA STEEL SERVICE
MEXICANA S.A. DE C.V. MXN 870,547千 100.0

(0.0) 北米地域における鉄鋼製品の加工及び販売

PT. HANWA STEEL SERVICE
INDONESIA US$ 33,000千 100.0

(1.0) アジア地域における鉄鋼製品の加工及び販売

HANWA STEEL CENTRE (M)
SDN. BHD. MYR 80,000千 100.0 アジア地域における鉄鋼製品の加工及び販売

HANWA STEEL SERVICE
(THAILAND) CO., LTD. THB 576,000千 100.0

(0.0) アジア地域における鉄鋼製品の加工及び販売

阪和鋼板加工（東莞）有限公司 US$ 15,000千 100.0
(40.0) アジア地域における鉄鋼製品の加工及び販売

長富不銹鋼中心（蘇州）有限公司 US$ 18,000千 74.0 アジア地域における鉄鋼製品の加工及び販売
HANWA SMC STEEL
SERVICE HA NOI CO., LTD. VND64,369,800千 65.0

(39.0) アジア地域における鉄鋼製品の加工及び販売

日鴻不銹鋼（上海）有限公司 RMB 95,000千 55.0 アジア地域における鉄鋼製品の加工及び販売
日本南ア・クロム株式会社 100百万円 50.1 投資事業
昭和メタル株式会社 20百万円 100.0 特殊金属の加工及び販売
日興金属株式会社 20百万円 100.0 特殊金属・非鉄金属の加工及び販売
正起金属加工株式会社 20百万円 97.0 非鉄金属の加工及び販売

PT. HANWA ROYAL METALS US$ 3,800千 51.0
(51.0) 非鉄金属原料の加工及び販売

ハンワフーズ株式会社 200百万円 100.0 水産加工品の販売
丸本本間水産株式会社 20百万円 100.0 水産物卸売業・加工製造業
東日本フーズ株式会社 75百万円 77.7 水産物加工製造業
SEATTLE SHRIMP & SEAFOOD
COMPANY, INC. US$ 10,300千 100.0 北米地域における商品の販売
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会社名 資本金 議決権の
比率(％) 事業内容

トーヨーエナジー株式会社 120百万円 100.0 エネルギー関連製品の販売
西部サービス株式会社 20百万円 100.0 産業廃棄物の収集運搬及び中間処理
有限会社アルファフォルム 3百万円 100.0 産業廃棄物の中間処理
HANWA SINGAPORE
(PRIVATE) LTD.

US$ 144,527千 100.0 アジア地域における商品の販売

HANWA AMERICAN CORP. US$ 40,000千 100.0 北米地域における商品の販売

HANWA THAILAND CO., LTD. THB 612,200千 100.0
(0.0)

アジア地域における商品の販売

阪和（香港）有限公司 HK$ 70,000千 100.0 アジア地域における商品の販売
HANWA VIETNAM CO., LTD. VND178,891,000千 100.0 アジア地域における商品の販売
阪和（上海）管理有限公司 US$ 2,500千 100.0 アジア地域における商品の販売
台湾阪和興業股份有限公司 NT$ 15,000千 100.0 アジア地域における商品の販売

HANWA CANADA CORP. C$ 2,300千 100.0
(100.0) 北米地域における商品の販売

PT. HANWA INDONESIA US$ 32,100千 99.9
(0.0) アジア地域における商品の販売

株式会社ハローズ 100百万円 100.0 アミューズメント施設の管理及び運営
株式会社阪和アルファビジネス 20百万円 100.0 損害保険代理店業

HANWA REINSURANCE CORP. 360百万円 100.0
(100.0) キャプティブ

（注）1. 当期の連結子会社は上記の54社であり、持分法適用非連結子会社は11社であります。
2. 「議決権の比率」の（内書）は間接所有割合であります。
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（7）主要な借入先

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 189,194百万円
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 172,241百万円
株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 131,852百万円
三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 67,758百万円
株 式 会 社 り そ な 銀 行 12,000百万円

（8）主要な事業内容
鉄鋼を中心にプライマリーメタル、リサイクルメタル、食品、エネルギー・生活資材、木材及び機械等各
種商品の販売を主たる事業とし、さらに鋼材加工、リサイクル金属加工及びアミューズメント施設の管
理・運営等の事業活動も行っております。

（9）主要な事業所
国 内 当社本社 大阪本社（大阪市中央区）、東京本社（東京都中央区）

当社支社 名古屋支社（名古屋市中村区）、九州支社（福岡市博多区）
当社支店 北海道支店（札幌市中央区）、東北支店（仙台市青葉区）、

北関東支店（伊勢崎市⽥中町）、新潟支店（新潟市中央区）、
中国支店（広島市中区）

（注）上記の他、当社の営業所11か所があります。

海 外 当社支店 ロンドン支店、ヨハネスブルグ支店
現地法人 HANWA AMERICAN CORP.（米国）、阪和（上海）管理有限公司（中国）、

阪和（香港）有限公司（中国）、HANWA THAILAND CO., LTD. （タイ）、
HANWA SINGAPORE（PRIVATE）LTD.（シンガポール）、台湾阪和興業股份有
限公司（台湾）、PT. HANWA INDONESIA（インドネシア）等21か国21法人
37か所

（注）上記の他、当社の事務所２か所があります。

（注）上記の他、国内外に当社グループの事業所、工場等があります。当社グループの主要な子会社の概要は、
「（６）重要な子会社の状況」（26ページから28ページ）に記載のとおりです。

2022年05月20日 14時58分 $FOLDER; 29ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

添
付
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書30

（10）従業員の状況
① 企業集団の従業員の状況

セグメントの名称 従 業 員 数
鉄 鋼 事 業 3,213名
プ ラ イ マ リ ー メ タ ル 事 業 66名
リ サ イ ク ル メ タ ル 事 業 272名
食 品 事 業 187名
エ ネ ル ギ ー ・ 生 活 資 材 事 業 231名
海 外 販 売 子 会 社 539名
そ の 他 218名
全 社 （共 通） 397名

計 5,123名

（注）1. 従業員数は、企業集団から企業集団外への出向者を除いた就業人員数であります。
2. 全社（共通）として記載している従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい
る人員数であります。

② 当社の従業員の状況

従業員数 前期末比増減 平均年令 平均勤続年数

1,521名 11名減 38.4才 13.1年

（注）従業員数は、当社から関係会社等への出向者を除いた就業人員数であります。
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2 会社の現況に関する事項
（1）株式に関する事項
① 発行可能株式総数 114,000,000株
② 発行済株式の総数 42,332,640株（自己株式1,695,350株を含む。）
③ 当期末株主数 9,174名（前期末比254名減）
④ 大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 5,599千株 13.78％

阪 和 興 業 取 引 先 持 株 会 2,041 5.02

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （信 託 口） 2,004 4.93

ＪＰ ＭＯＲＧＡＮ ＣＨＡＳＥ ＢＡＮＫ ３８５６３２ 1,816 4.47

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,526 3.76

阪 和 興 業 社 員 持 株 会 985 2.42

Ｇ Ｏ Ｖ Ｅ Ｒ Ｎ Ｍ Ｅ Ｎ Ｔ Ｏ Ｆ Ｎ Ｏ Ｒ Ｗ Ａ Ｙ 752 1.85

ＴＨＥ ＢＡＮＫ ＯＦ ＮＥＷ ＹＯＲＫ ＭＥＬＬＯＮ １４００４４ 697 1.72

ＤＦＡ ＩＮＴＬ ＳＭＡＬＬ ＣＡＰ ＶＡＬＵＥ ＰＯＲＴＦＯＬＩＯ 639 1.57

日 本 製 鉄 株 式 会 社 600 1.48

（注）1. 当社は、自己株式1,695,350株を保有しておりますが、上記の大株主から除いております。
2. 持株比率は、自己株式を控除して計算しております。
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（2）会社役員に関する事項
① 取締役及び監査役の氏名等（2022年3月31日現在）

会社における地位 ⽒ 名 担 当 重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 古 川 弘 成

代 表 取 締 役
副 社 長 執 行 役 員 加 藤 恭 道 全社鉄鋼総轄・木材部門総轄

取 締 役
専 務 執 行 役 員 長 嶋 日出海 名古屋支社長

取 締 役
専 務 執 行 役 員 中 川 洋 一 リサイクルメタル部門・プライマリーメタル部

門・業務管理総轄 兼 管理部門統轄

取 締 役
専 務 執 行 役 員 倉 ⽥ 泰 晴 エネルギー部門・食品部門・生活資材・新規事

業推進統轄

取 締 役
専 務 執 行 役 員 畠 中 康 司

大阪本店長 兼 大阪条鋼部門・大阪鋼板部門・
スチールサービス事業推進・九州支社・中国支
店・北陸営業所統轄

取 締 役
専 務 執 行 役 員 篠 山 陽 一 東京鋼板部門・新潟支店・木材部門統轄

取 締 役 堀 龍 兒
リスクモンスター株式会社
社外取締役
株式会社ロッテ社外監査役

取 締 役 手 島 達 也
古河機械金属株式会社
社外取締役
東邦亜鉛株式会社相談役

取 締 役 中 井 加明三
近未来設計株式会社代表取
締役
株式会社だいこう証券ビジ
ネス顧問

取 締 役 佐々木 順 子

株式会社安川電機社外取締
役監査等委員
三井住友信託銀行株式会社
社外取締役監査等委員
ジェミニストラテジーグル
ープ株式会社社外取締役

取 締 役
常 務 執 行 役 員 口 石 隆 敏

東京条鋼部門・全社鉄構営業事業・全社製鋼原
料事業・東京冷熱事業・北海道支店・東北支
店・北関東支店統轄

取 締 役
常 務 執 行 役 員 松 原 圭 司 東京厚板・機械部門・全社線材特殊鋼事業・経

営企画統轄
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会社における地位 ⽒ 名 担 当 重要な兼職の状況

監 査 役 ( 常 勤 ) 川 西 英 夫

監 査 役 ( 常 勤 ) 小笠原 朗 彦

監 査 役 名 出 康 雄

監 査 役 大久保 克 則

監 査 役 髙 橋 秀 行

共立株式会社常任顧問
株式会社サンシャインシテ
ィ社外取締役
株式会社WOWOW社外
監査役

（注）1. 取締役 堀龍兒、手島達也、中井加明三、佐々木順子の各氏は、社外取締役であります。
2. 監査役 名出康雄、大久保克則、髙橋秀行の各氏は、社外監査役であります。
3. 取締役 堀龍兒、手島達也、中井加明三、佐々木順子の各氏及び監査役 名出康雄、大久保克則、髙橋
秀行の各氏は、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員であります。

4. 監査役 大久保克則、髙橋秀行の両氏は、金融機関における長年の経験があり、財務及び会計に関する
相当程度の知見を有しております。

5. 当社は、社外取締役及び監査役全員と次のとおり責任限定契約を締結しております。
（責任限定契約の内容の概要）
当社と会社法第423条第1項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限
度額は、法令の定める額としております。

6. 当社は、会社法第430条の３第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結してお
り、被保険者が負担することになる、職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求
を受けることにより生ずる損害及び法令の規定に違反したことが疑われ、又は責任の追及に係る請求を
受けたことに対処するために支出する費用を当該保険契約により塡補することとしております。なお、
当該保険契約の被保険者は以下のとおりであります。
・当社及び当社の会社法上の子会社（この項において以下、当社等という。）の取締役、監査役及び
執行役員
・当社等の従業員であって、当社等の指示に基づき当社等以外の会社の取締役、監査役又は執行役
員に就任した者
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また、本年４月１日現在の取締役及び監査役の状況は次のとおりです。

会社における地位 ⽒ 名 担 当 重要な兼職の状況

代表取締役会長 古 川 弘 成

代表取締役副会長 加 藤 恭 道

代表取締役社長 中 川 洋 一

取 締 役
専 務 執 行 役 員 長 嶋 日出海 名古屋支社長

取 締 役
専 務 執 行 役 員 倉 ⽥ 泰 晴 エネルギー部門・食品部門・生活資材・新規

事業推進統轄

取 締 役
専 務 執 行 役 員 畠 中 康 司

大阪本店長 兼 大阪条鋼部門・大阪鋼板部
門・スチールサービス事業推進・九州支社・
中国支店・北陸支店統轄

取 締 役
専 務 執 行 役 員 篠 山 陽 一 東京鋼板部門・新潟支店・木材部門統轄

取 締 役
専 務 執 行 役 員 口 石 隆 敏 (＊)

東京条鋼部門・全社鉄構営業事業・全社製鋼
原料事業・東京冷熱事業・北海道支店・東北
支店・北関東支店統轄

取 締 役 堀 龍 兒
リスクモンスター株式会社
社外取締役
株式会社ロッテ社外監査役

取 締 役 手 島 達 也
古河機械金属株式会社
社外取締役
東邦亜鉛株式会社相談役

取 締 役 中 井 加明三 近未来設計株式会社代表取
締役

取 締 役 佐々木 順 子 (＊)

株式会社安川電機社外取締
役監査等委員
三井住友信託銀行株式会社
社外取締役監査等委員
ジェミニストラテジーグル
ープ株式会社社外取締役
公立大学法人長岡造形大学
理事長

取 締 役
常 務 執 行 役 員 松 原 圭 司 東京厚板・機械部門・全社線材特殊鋼事業統

轄

監 査 役 ( 常 勤 ) 川 西 英 夫

2022年05月20日 14時58分 $FOLDER; 34ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



事業報告

35

会社における地位 ⽒ 名 担 当 重要な兼職の状況

監 査 役 ( 常 勤 ) 小笠原 朗 彦

監 査 役 名 出 康 雄

監 査 役 大久保 克 則

監 査 役 髙 橋 秀 行

共立株式会社常任顧問
株式会社サンシャインシテ
ィ社外取締役
株式会社WOWOW社外
監査役

（注）1. 2022年４月１日付けで、代表取締役社長古川弘成氏は代表取締役会長に、代表取締役副社長執行役員
加藤恭道氏は代表取締役副会長に、取締役専務執行役員中川洋一氏は代表取締役社長に、取締役常務執
行役員口石隆敏氏は取締役専務執行役員にそれぞれ選定され就任いたしました。

2. （＊）印の取締役は、2022年６月24日開催予定の第75回定時株主総会終結の時をもって退任する予
定であります。

② 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の額
イ．取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針（以下、決定方針という。）を定めており、
その概要は以下のとおりであります。
当社の取締役の報酬体系は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能する

ものとし、各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針としております。具体的には、役職位
毎の標準報酬額を基礎とし、持続的な成長を目指す中長期の課題への取組み姿勢やその成果を重視し
て、社長を委員長とする役員評価委員会においてなされた取締役の総合評価を勘案して決定する月例
の固定額の金銭報酬である基本報酬と、経営陣全体として負う事業年度ごとの業績に関する指標を反
映した金銭報酬である業績連動報酬の２種類により構成されております。なお、監督機能を担う社外
取締役については、その職務に鑑み、基本報酬のみとしております。
種類別の報酬割合の決定にあたっては、当社と同程度の事業規模や関連する業種・業態に属する企
業をベンチマークとする報酬水準を踏まえつつ、役員報酬委員会において検討を行うこととしており
ます。
また、決定方針の決定方法は、過半数の委員が社外取締役及び社外監査役で構成される役員報酬委

員会で原案を作成して取締役会へ答申し、取締役会で決定しております。
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ロ．取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取締役会が判断した理由
当社においては、取締役報酬限度額に係る株主総会の決議に基づき取締役会が個人別の報酬額を決
定しています。当該決定にあたっては、過半数の委員が社外取締役及び社外監査役で構成される役員
報酬委員会において上記の決定方針を踏まえて審議を行い、個人別の基本報酬額及び業績連動報酬の
算定方法の原案を作成して取締役会へ答申しております。
当該手続きを経て取締役の個人別の報酬額が決定されていることから、取締役会はその内容が決定

方針に沿うものであると判断しております。

ハ．取締役及び監査役の報酬等の総額等

役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数（人）基本報酬 業績連動報酬等

取 締 役
(うち社外取締役)

571
(48)

425
(48)

146
(―)

13
(４)

監 査 役
(うち社外監査役)

76
(25)

76
(25) ― 5

(３)
(注) 1. 上記金額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

2. 取締役及び監査役の報酬限度額は、2006年6月29日開催の第59回定時株主総会において取締役報
酬限度額（年額）8億60百万円以内（当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は21名）と、
2009年6月26日開催の第62回定時株主総会において監査役報酬限度額（年額）80百万円以内
（当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は５名）と決議いただいております。

3．業績連動報酬等として取締役に対して賞与を支給しております。業績連動報酬等の額の算定の基礎
として選定した業績指標の内容は、親会社株主に帰属する当期純利益の額であり、また、当該業績
指標を選定した理由は、業績連動報酬等を、経営陣全体として負う事業年度ごとの業績に対する結
果責任への対価として位置づけているためであります。
業績連動報酬等の額の算定方法は、下記のとおりであります。

記
a) 業務を執行する取締役に支給する業績連動給与の総額は、連結損益及び包括利益計算書における
親会社株主に帰属する当期純利益金額に1.5％を乗じた額（百万円未満切捨）とし、２億50百万
円を超えない金額とする。

b)親会社株主に帰属する当期純利益金額が30億円未満の場合は業績連動給与を支払わないものと
する。

c) 各取締役への支給配分は役職位別とし、各役職位別の支給配分は、aで算定された業績連動給与
の総額に定める役職別係数を乗じ、業務を執行する全取締役の係数の合計で除した金額（10万
円未満切捨）とする。
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d)各役職位別の係数は、取締役会長1.0、取締役社長1.0、取締役副社長執行役員0.9、取締役専務
執行役員0.8、取締役常務執行役員0.7、取締役執行役員0.6とする。

e) 各取締役に支給する額は、それぞれ取締役会長20百万円、取締役社長20百万円、取締役副社長
執行役員18百万円、取締役専務執行役員16百万円、取締役常務執行役員14百万円、取締役執行
役員12百万円を超えない金額とする。

f) 業務を執行する期間が当該事業年度の期間の２分の１に達しない取締役には業績連動給与を支給
しない。

g) 業務執行役員でない取締役及び監査役には業績連動給与を支給しない。
以上

なお、当事業年度を含む親会社株主に帰属する当期純利益金額の推移は、「企業集団の現況に関する事
項の（５）財産及び損益の状況の推移」（25ページ）に記載のとおりであります。
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③ 社外役員に関する事項

区 分 ⽒ 名 主な活動状況 重要な兼職の状況
及び当社との関係

社外取締役 堀 龍 兒

総合商社で培われたリスク管理の知識、法
律の専門家としての広範な知見及び大学教
授や他の会社の役員としての幅広い経験を
有しており、当該視点から監督機能を果た
していただくことを期待しておりましたと
ころ、当期において17回開催された取締
役会のうち16回に出席し、当該視点から
適宜発言を行い、業務執行に対する適切な
監督機能を果たしていただいております。
また、同氏は、役員指名委員会及び役員報
酬委員会の委員を務めており、両委員会に
おいて、専門的な経験や見識を踏まえ、適
宜発言を行っております。

リスクモンスター株式会社社外取締役
株式会社ロッテ社外監査役
（上記重要な兼職先と当社との間に
特段の取引関係等はありません。）

社外取締役 手 島 達 也

非鉄金属製錬会社の経営を通じて、企業経
営に関する豊富な知識と実務経験を有して
おり、当該視点から監督機能を果たしてい
ただくことを期待しておりましたところ、
当期において17回開催されたすべての取
締役会に出席し、当該視点から適宜発言を
行い、業務執行に対する適切な監督機能を
果たしていただいております。
また、同氏は、役員指名委員会及び役員報
酬委員会の委員を務めており、両委員会に
おいて、経営者としての経験を踏まえ、適
宜発言を行っております。

古河機械金属株式会社社外取締役
東邦亜鉛株式会社相談役
（上記重要な兼職先と当社との間に
特段の取引関係等はありません。）

社外取締役 中 井 加明三

証券業界や不動産業界に関する豊富な知識
と経験を有しており、当該視点から監督機
能を果たしていただくことを期待しており
ましたところ、当期において17回開催さ
れた取締役会のうち16回に出席し、当該
視点から適宜発言を行い、業務執行に対す
る適切な監督機能を果たしていただいてお
ります。
また、同氏は、役員指名委員会及び役員報
酬委員会の委員を務めており、両委員会に
おいて、経営者としての経験を踏まえ、適
宜発言を行っております。

近未来設計株式会社代表取締役
株式会社だいこう証券ビジネス顧問
（上記重要な兼職先と当社との間に
特段の取引関係等はありません。）
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区 分 ⽒ 名 主な活動状況 重要な兼職の状況
及び当社との関係

社外取締役 佐々木 順 子

多国籍企業を含めた複数の企業における経
営経験を通じて、企業経営に関する豊富な
知識と経験を有しており、当該視点から監
督機能を果たしていただくことを期待して
おりましたところ、当期において17回開
催された取締役会のうち14回に出席し、
当該視点から適宜発言を行い、業務執行に
対する適切な監督機能を果たしていただい
ております。
また、同氏は、役員指名委員会及び役員報
酬委員会の委員を務めており、両委員会に
おいて、経営者としての経験を踏まえ、適
宜発言を行っております。

株式会社安川電機社外取締役監査等
委員
三井住友信託銀行株式会社社外取締
役監査等委員
ジェミニストラテジーグループ株式
会社社外取締役
（上記重要な兼職先と当社との間に
特段の取引関係等はありません。）

社外監査役 名 出 康 雄

大手重機メーカーにおける実務経験や経営
経験を活かし、当期において17回開催さ
れたすべての取締役会及び13回開催され
たすべての監査役会に出席し、主にリスク
管理やコンプライアンスの観点から適宜発
言を行っております。

―

社外監査役 大久保 克 則

金融機関の業務を通じて培った、金融及び
財務に関する専門知識、並びに豊富な国際
経験を活かし、当期において17回開催さ
れたすべての取締役会及び13回開催され
たすべての監査役会に出席し、主にリスク
管理やコンプライアンスの観点から適宜発
言を行っております。

―

社外監査役 髙 橋 秀 行

金融機関の業務を通じて培った、金融及び
財務に関する専門知識、並びに経営及び監
査の経験を活かし、当期において17回開
催されたすべての取締役会及び13回開催
されたすべての監査役会に出席し、主にリ
スク管理やコンプライアンスの観点から適
宜発言を行っております。

共立株式会社常任顧問
株式会社サンシャインシティ社外取
締役
株式会社WOWOW社外監査役
（上記重要な兼職先と当社との間に
特段の取引関係等はありません。）

2022年05月20日 14時58分 $FOLDER; 39ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

添
付
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書40

（3）会計監査人に関する事項
① 会計監査人の名称
有限責任 あずさ監査法人

② 責任限定契約の内容の概要
当社と会社法第423条第1項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額
は、法令の定める額としております。

③ 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

項 目 支 払 額

イ．当事業年度に係る報酬等の額 83百万円

ロ．当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の
合計額 86百万円

（注）1. 監査役会は、取締役、社内関係部署及び会計監査人より必要な資料の入手、報告を受けた上で、会計監
査人の監査計画の内容、職務執行状況、報酬見積の算定根拠などを確認し、審議した結果、これらにつ
いて妥当であると判断したため、会計監査人の報酬等の額について同意しております。

2. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査に対する監査報酬等の額と、金融商
品取引法に定める監査に対する監査報酬の額を区別しておらず、実質的にも区別できないため、イ．の
金額にはこれらの合計額を記載しております。

④ 非監査業務の内容
当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第2条第1項の業務以外の業務であるタイPE.TAX申告のための
調査業務の報酬等を支払っております。

⑤ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められる場合、その他必要があると判断
される場合には、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定し、取締
役会は、当該議案を株主総会に提案いたします。
また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、
監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解
任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。
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（4）業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）及びその運用状況の概要

当社は、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保す
るための体制に関しまして、取締役会において以下のとおり決議しております。

〈内部統制システムの構築・運用に関する基本方針〉

①当社及び当社の子会社からなる企業集団（以下、阪和興業グループという。）の取締役、執行役員及び使用人
の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
イ．社是・社訓等当社企業理念に基づき阪和興業グループの企業倫理規範、企業倫理行動基準等を制定する。
ロ．当社はコンプライアンス委員会を設置し、同委員会はコンプライアンス・マニュアルを原則として阪和興
業グループの全役職員に対して、いつでも閲覧可能な状態に供し、内容の周知徹底を図りその実効性を確
保する。

ハ．阪和興業グループの全役職員を対象とするコンプライアンスに関する相談窓口（コンプライアンス委員、
社外取締役及び社外弁護士）を設け、問題発生の際の直接通報制度を確保するとともに、係る報告をした
ことを理由として情報提供者が不利な取扱いを受けないことを保障する。また、不適切な事態に陥った際
には、社会に対して迅速かつ的確な情報開示と説明義務の遂行を果たすとともに、徹底した原因究明と再
発防止に努める。

二．市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、警察等と連携し毅然とした態度で臨み、
断固としてこれらとの関係を遮断する。

②当社の取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
イ．当社は取締役の職務執行に係る情報を適正に書面又は電子文書（以下、文書という。）に記録し、法令及
び当社の定める文書管理規則に基づき保存及び管理する。

ロ．文書事務責任者は保存文書の紛失・破損等に留意し、必要な場合は施錠等（パスワード等によるアクセス
制限を含む。）により、適正に管理する。

③阪和興業グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ．当社の取締役、執行役員、理事、各部門長及び子会社の社長は審査部と連携し、各担当部署及び各子会社
に与信管理規程及び営業部門業務規程の適正な運用を周知徹底させることにより営業リスクを管理し、そ
の軽減を図るものとする。また、当社は新規事業及び投融資案件の審査機関として、投資等審査委員会を
設置し、阪和興業グループの投資リスクを審査し、審査結果を当該案件の決裁者に報告する。

ロ．当社はコンプライアンス、環境、災害、情報セキュリティ及び貿易管理等について、総務部、情報システ
ム部、品質安全環境管理部、法務部及び審査部等が連携し、社内規程・マニュアル等に基づき各担当部署
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がそのリスクを管理する。また、コンプライアンス委員会、安全保障貿易管理委員会等の各種委員会が諮
問機関となり各担当部署への指導・啓蒙を行い、必要に応じて社外弁護士等からのアドバイスを受ける。

ハ．当社の人事部、法務部、審査部、監査部、品質安全環境管理部及び経営企画部等は関係部署と連携して阪
和興業グループのリスク管理の周知徹底を図るため、必要な教育・啓蒙を行う。

二．阪和興業グループのリスク管理の実効状況を検証するため、監査部は当社の国内外拠点、国内グループ会
社及び海外現地法人等に対し予め定めた監査計画に基づきモニタリングを行い、適宜経営会議、社長及び
取締役会に内部監査報告を行う。

ホ．当社は会社情報の開示に関して、ディスクロージャー規程を定めるとともに、ディスクロージャー委員会
が開示情報の重要性・妥当性の判断を行うことにより公正かつ適時・適切な情報開示を進める。

へ．当社はグループ会社管理規程、グループ会社財務管理規程及び国内グループ会社会計処理統一規則に基づ
き、当社のグループ会社について適切な権限管理体制や報告体制を構築することで、当社の子会社に係る
リスクを適正に管理する。

ト．当社は各部門及びグループ会社ごとに、業務手順に内在するリスクの洗い出しや各リスクに対する対応策
の整理等を行い、監査部が業務リスクを適正にコントロールするための活動（HKQC活動＝Hanwa
Knowledge Quality Control）をモニタリングする。

④阪和興業グループの取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ．当社は取締役会を原則月１回開催し、阪和興業グループにとっての重要な経営の立案及び業務執行の監督
を行う。また、経営会議を原則月２回開催し、経営に関する重要事項を協議・決定する。さらに取締役
は、取締役会付議基準に則り阪和興業グループの経営判断に係る重要な事項を取締役会に議案として上程
する。

ロ．当社は当社の子会社にその業務執行状況の報告を毎月させるとともに、東京本社、大阪本社、名古屋支社
の各店で原則月１回開催する各営業部門の月次報告会において、国内子会社の一部も含めて報告を受け、
阪和興業グループの営業の方向性、効率性及び内在するリスクの有無等を検証する。

ハ．当社は中長期的な経営戦略を実現するために中期経営計画や年次経営計画を策定し、その進捗状況を検証
するため、各業務部門及び子会社を対象とした定期的な目標会議の運営等を通じて、業務の評価及び業務
の遂行状況のチェック等（計画の見直しや計画達成のための方法の変更等を含む。）を行い、職務執行の
効率性の向上を図る。

二．当社は社長を委員長とし、助言役としての社外取締役及び社外監査役を含む委員にて構成される役員評価
委員会を年２回以上開催し、社長を除く各執行役員の業務執行に係る重要事項の表明及び役員相互評価を
行い、各執行役員の総合評価を行う。その結果に基づき、過半数の委員が社外取締役及び社外監査役で構
成される役員報酬委員会にて取締役の報酬を含む役員報酬案を、役員指名委員会にて取締役の委嘱を含む
役員人事案を、それぞれ決定して取締役会に答申する。
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⑤阪和興業グループにおける業務の適正を確保するための体制
イ．当社はグループ会社管理規程に基づき、当社と当社の子会社が相互に連携し円滑な経営を遂行すること

で、総合的な事業の発展を図る。
ロ．当社の管掌部門もしくは管掌役員は国内及び海外の子会社の業務状況を把握し、関係部署はその適切な業
務執行をサポートするとともに、業務の包括的な管理を行う。

ハ．当社は常勤監査役、子会社監査役、監査部及び経営企画部の関係者等より構成されるグループ会社監査役
連絡会議を適時開催し、当社及び子会社の監査等に関する情報交換を行い、その共有化を図る。

⑥当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項、当該
使用人の独立性に関する事項及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
当社は監査役の職務を補助すべき使用人として若干名の使用人を置く。当該使用人は監査役からの要請に応
じて調査・報告等を行い、常に監査役との提携を図る。また、当該使用人が監査役より指示・命令を受けた事
項については、取締役等からの指揮命令を受けない。

⑦阪和興業グループの取締役、執行役員、使用人及び子会社監査役が当社監査役に報告するための体制その他当
社監査役への報告に関する体制
イ．阪和興業グループの取締役、執行役員、使用人及び子会社監査役は法定の事項に加え、重大なリスクの発
生及び法令・定款違反について当社の監査役に報告する。また、コンプライアンス委員会委員長はコンプ
ライアンスに関する相談窓口への相談の概要等コンプライアンス上の重要な事項について当社の監査役に
報告する。
取締役は、取締役会、経営会議その他重要な会議において、業務執行の状況及び重要な意思決定について
監査役に報告する。

ロ．当社の監査役が報告を求めた事項については、阪和興業グループの取締役、執行役員、使用人及び子会社
監査役等は迅速かつ的確に対応する。

ハ．監査部は予め定めた監査計画に基づき実行した内部監査の状況を適宜監査役に報告するとともに、必要な
場合には監査役の求めに応じて、追加の調査・報告を行う。

二．当社は阪和興業グループの取締役、執行役員、使用人及び子会社監査役が前3号に掲げる報告及び対応を
行ったことを理由として、当該報告者及び対応者に対して不利益な取扱いを行うことを禁止する。

⑧当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ．当社の監査役は取締役、執行役員及び使用人と適宜意見交換を行い、必要に応じて取締役会に対し意見表
明を行う。また、会計監査人から会計監査に関する説明を受けるとともに意見交換を行うなど連携を図
る。

ロ．当社は監査役が取締役会その他重要な会議への出席、重要書類の閲覧、主要部門及び当社の子会社の調査
等を行い得る体制を整備する。

ハ．当社は監査役が職務執行について生じる費用の前払いまたは償還等の請求をした場合は、当該監査役の職
務執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用の前払いまたは償還等の処理をする。
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⑨財務報告の信頼性を確保するための体制（財務報告に係る内部統制システムについて）
イ．阪和興業グループは財務報告に係る内部統制基本方針書に基づき、財務報告に係る内部統制の評価及び報
告を適切に実行し、内部統制報告制度の効率的、実効的な運用を図る。

ロ．阪和興業グループの財務報告に係る内部統制の構築及び運用は経営会議がこれを統轄する。経営会議の直
轄組織として設置する監査部は、財務報告に係る内部統制の整備・運用状況の検証・評価を行い、その結
果を経営会議に報告する。これを踏まえ、経営会議は必要に応じて是正を行う。

ハ．内部統制委員会は経営会議より委託を受けた阪和興業グループの内部統制の課題を検討し、その結果を経
営会議に報告する。また、監査部が実施する阪和興業グループの財務報告に係る内部統制システムの有効
性評価の検証について助言・支援を行うとともに、内部統制報告書について経営会議に対して意見を述べ
る。

また、当期における業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）の運用状況の概要は以下のとおり
です。

＜業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）の運用状況の概要＞

①コンプライアンスに関する取組みについて
当社は、2003年4月に企業倫理理念、企業倫理規範及び企業倫理行動基準を定め、さらに2006年4月には

コンプライアンス・マニュアルを作成し、原則として阪和興業グループの全役職員に対して、いつでも閲覧可
能な状態に供し、内容の周知徹底を図るなどコンプライアンス体制の整備に注力してきました。当期において
も、グループ会社を含めたコンプライアンス体制の構築を目指し、海外子会社等も含めた阪和興業グループの
全役職員にコンプライアンス・マニュアルの周知徹底を図るなど、引き続きコンプライアンス体制の拡充に努
めました。また、当社は2019年4月にコンプライアンス・マニュアルを第5版に改定しております。

②リスク管理への取組みについて
当社は、新規事業・投融資案件、環境、災害、情報セキュリティ及び貿易安全保障上等のリスクについては
それぞれに対応部署を定めて管理するとともに、諮問機関として各種委員会を設け、その対応をサポートする
体制を取っております。また、2020年6月に安全衛生管理規程（建設・製造業等）を制定し、当社の建設・製
造事業における労働災害の防止と、コンプライアンスの徹底及びそれに関わる当社のリスク回避に努めていま
す。当期において、当社が提供する製品・サービスにおける「品質管理」に焦点を絞り、品質リスクの回避及
び品質管理レベルの継続的向上を目的として品質管理規程を制定しました。
また、当社ではHKQC（Hanwa Knowledge Quality Control）活動を継続しています。これにより各部
門やグループ会社ごとに、業務手順に内在するリスクの洗い出しや各リスクに対する対応策の整理等を行い、
業務リスクを適正にコントロールしていくことを目指しています。
当期において、HKQC活動の実効性を高めるべく、HKQC活動を再定義し、現状の課題を整理したうえで、
HKQC推進会議開催を提唱しました。
また、大規模災害や感染症の発生に備え策定したBCP（Business Continuity Plan）について、適宜見直
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しを行っております。

③グループ管理への取組みについて
当社は、グループ会社管理規程、グループ会社財務管理規程及び国内グループ会社会計処理統一規則を策定
し、当社グループ会社における適正な権限管理体制や報告体制を構築するとともに、経営企画部にグループ支
援課を設置し、効率的、実効的なグループ管理体制の整備を進めております。また、当社は、当社監査役と当
社グループ会社の監査役が情報共有できる場として、グループ会社監査役連絡会議を設けており、当期におい
て当該会議を1回開催しました。

④取締役の職務執行について
当社は、取締役会規則等に基づき取締役会を原則月1回、経営会議を原則月2回開催することとしており、取
締役会では法令や定款等に定められた事項や執行役員も含めた経営会議での協議を経た経営に関する重要事項
を決定しております。当期において取締役会を17回、経営会議を24回開催しております。また、取締役会は、
各取締役から阪和興業グループにおける業務執行等に関する報告を受け、取締役の職務執行の監督を行ってお
ります。

⑤監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制等について
阪和興業グループの取締役、執行役員及び使用人並びに子会社監査役は法定の事項に加え、重大なリスクの
発生及び法令・定款違反が起こった場合には、その事象を当社の監査役に適時報告する体制を取っておりま
す。
コンプライアンス委員会委員長はコンプライアンスに関する相談窓口への相談の概要等コンプライアンス上
の重要な事項について当社の監査役への報告体制を確保しております。
取締役は、取締役会、経営会議その他重要な会議において、業務執行の状況及び重要な意思決定について監

査役に報告しております。
監査部は、予め定めた監査計画に基づき実行した内部監査の状況を適宜監査役に報告するとともに、必要な
場合には監査役の求めに応じて、追加の調査・報告を行っております。
代表取締役及び各部門を統轄する取締役は、個別に監査役及び社外取締役と面談し、様々な事項について情

報交換を行っております。また、定期的に監査役と社外取締役が直接情報交換や意見交換を行う場を設けてお
り、当期において取締役会の運営方法や意思決定の状況及び懸案事項等について意見交換を行いました。
なお、当社は監査役による独自の調査等その職務の遂行を補助すべき使用人2名（兼任）を選任しており、
監査役の職務執行をサポートする体制を確保しております。
当期においても、引き続き上記の体制を維持し、監査役監査の実効性を確保しました。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
本事業報告中の記載金額及び株式数は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結貸借対照表（2022年3月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額

資産の部
流動資産 1,272,049

現金及び預金 165,451

受取手形、売掛金及び契約資産 542,444

電子記録債権 33,012

棚卸資産 243,603

未収入金 222,549

その他 66,569

貸倒引当金 △1,580

固定資産 443,344

有形固定資産 77,889

建物及び構築物 25,534

土地 34,677

その他 17,676

無形固定資産 10,556

投資その他の資産 354,898

投資有価証券 81,443

長期貸付金 12,437

長期差入保証金 248,541

繰延税金資産 1,288

その他 12,592

貸倒引当金 △1,403

資産合計 1,715,394

科 目 金 額

負債の部
流動負債 1,238,615
支払手形及び買掛金 388,294
電子記録債務 33,456
短期借入金 458,984
コマーシャル・ペーパー 40,000
1年内償還予定の社債 10,000
未払法人税等 16,098
賞与引当金 4,223
製品保証引当金 66
商品先渡負債 186,766
その他 100,725
固定負債 236,280
社債 20,000
長期借入金 190,890
繰延税金負債 5,716
再評価に係る繰延税金負債 1,524
退職給付に係る負債 4,454
その他 13,693
負債合計 1,474,896
純資産の部
株主資本 222,066
資本金 45,651
資本剰余金 26
利益剰余金 180,119
自己株式 △3,729
その他の包括利益累計額 15,050
その他有価証券評価差額金 16,725
繰延ヘッジ損益 △1,000
土地再評価差額金 3,191
為替換算調整勘定 △531
退職給付に係る調整累計額 △3,334
非支配株主持分 3,379
純資産合計 240,497
負債純資産合計 1,715,394

（注）記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書（自 2021年4月1日 至 2022年3月31日）
（単位：百万円）

科 目 金 額
売上高 2,164,049
売上原価 2,045,040
売上総利益 119,008
販売費及び一般管理費 56,641
営業利益 62,367
営業外収益
受取利息 1,731
受取配当金 1,563
持分法による投資利益 3,321
その他 1,806 8,422

営業外費用
支払利息 4,073
為替差損 1,848
その他 2,149 8,071

経常利益 62,718
特別利益
投資有価証券売却益 1,449
仲裁関連収入 145 1,594

特別損失
投資有価証券評価損 1,055
関係会社貸倒引当金繰入額 118 1,174

税金等調整前当期純利益 63,138
法人税、住民税及び事業税 20,160
法人税等調整額 △1,426 18,733
当期純利益 44,405
非支配株主に帰属する当期純利益 787
親会社株主に帰属する当期純利益 43,617

（注）記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書（自 2021年4月1日 至 2022年3月31日）
（単位：百万円）

株 主 資 本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 45,651 － 137,825 △3,729 179,747
会計方針の変更による累積的影響額 1,402 1,402

会計方針の変更を反映した当期首残高 45,651 － 139,228 △3,729 181,150
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △3,250 △3,250
連 結 範 囲 の 変 動 223 223
持分法の適用範囲の変動 133 133
親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 43,617 43,617
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
連結子会社株式の取得による持分の増減 26 26
そ の 他 167 167
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
当 期 変 動 額 合 計 － 26 40,890 △0 40,916
当 期 末 残 高 45,651 26 180,119 △3,729 222,066

その他の包括利益累計額
非支配
株主持分

純資産
合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 15,193 372 3,191 △4,906 △4,384 9,467 2,642 191,857
会計方針の変更による累積的影響額 1,402

会計方針の変更を反映した当期首残高 15,193 372 3,191 △4,906 △4,384 9,467 2,642 193,259
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △3,250
連結範囲の変動 223
持分法の適用範囲の変動 133
親会社株主に帰属
する当期純利益 43,617
自己株式の取得 △0
連結子会社株式の取得による持分の増減 26
そ の 他 167
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,531 △1,373 4,375 1,049 5,583 737 6,321
当 期 変 動 額 合 計 1,531 △1,373 － 4,375 1,049 5,583 737 47,237
当 期 末 残 高 16,725 △1,000 3,191 △531 △3,334 15,050 3,379 240,497

（注）記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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貸借対照表（2022年3月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額
資産の部
流動資産 1,142,007

現金及び預金 149,218
受取手形 15,161
電子記録債権 25,567
売掛金 464,906
棚卸資産 138,189
前渡金 21,810
前払費用 568
関係会社短期貸付金 96,300
未収入金 222,602
その他 9,383
貸倒引当金 △1,702

固定資産 445,260
有形固定資産 33,879
建物 11,553
構築物 1,302
機械及び装置 1,547
車両運搬具 0
工具、器具及び備品 274
土地 19,002
リース資産 168
建設仮勘定 30

無形固定資産 7,941
ソフトウエア 725
その他 7,215

投資その他の資産 403,440
投資有価証券 60,116
関係会社株式 69,722
出資金 5,322
関係会社出資金 5,096
長期貸付金 7,580
従業員に対する長期貸付金 3
関係会社長期貸付金 5,032
破産更生債権等 433
長期前払費用 401
前払年金費用 1,646
長期差入保証金 246,567
その他 2,434
貸倒引当金 △916

資産合計 1,587,268

科 目 金 額
負債の部
流動負債 1,159,564
支払手形 5,809
電子記録債務 28,625
買掛金 359,600
短期借入金 411,659
コマーシャル・ペーパー 40,000
1年内償還予定の社債 10,000
リース債務 66
未払金 21,132
未払費用 1,118
未払法人税等 13,000
前受金 11,731
預り金 49,218
前受収益 125
賞与引当金 2,771
製品保証引当金 51
商品先渡負債 186,642
その他 18,010

固定負債 226,882
社債 20,000
長期借入金 190,200
リース債務 121
繰延税金負債 4,312
再評価に係る繰延税金負債 1,524
その他 10,724

負債合計 1,386,446

純資産の部
株主資本 182,601
資本金 45,651
資本剰余金 4
その他資本剰余金 4

利益剰余金 140,675
利益準備金 5,823
その他利益剰余金 134,851
圧縮記帳積立金 19
繰越利益剰余金 134,832

自己株式 △3,729
評価・換算差額等 18,220
その他有価証券評価差額金 16,547
繰延ヘッジ損益 △1,519
土地再評価差額金 3,191

純資産合計 200,821
負債純資産合計 1,587,268

（注）記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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損益計算書（自 2021年4月1日 至 2022年3月31日）
（単位：百万円）

科 目 金 額
売上高 1,624,518
売上原価 1,547,257
売上総利益 77,260
販売費及び一般管理費 34,324
営業利益 42,936
営業外収益
受取利息 1,846
受取配当金 2,705
その他 1,424 5,977

営業外費用
支払利息 3,054
為替差損 1,718
その他 1,540 6,313

経常利益 42,599
特別利益
投資有価証券売却益 1,449
関係会社事業損失引当金戻入額 956
関係会社清算益 141 2,547

特別損失
投資有価証券評価損 1,054 1,054
税引前当期純利益 44,092
法人税、住民税及び事業税 14,810
法人税等調整額 △1,505 13,304

当期純利益 30,788
（注）記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書（自 2021年4月1日 至 2022年3月31日）
（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他
資本剰余金

資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合計圧縮記帳

積立金
繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 45,651 4 4 5,498 23 106,353 111,875 △3,729 153,801
会計方針の変更による累積的影響額 1,262 1,262 1,262

会計方針の変更を反映した当期首残高 45,651 4 4 5,498 23 107,615 113,137 △3,729 155,064
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 325 △3,576 △3,250 △3,250
圧縮記帳積立金の取崩 △4 4 － －
当 期 純 利 益 30,788 30,788 30,788
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 － － － 325 △4 27,216 27,537 △0 27,536
当 期 末 残 高 45,651 4 4 5,823 19 134,832 140,675 △3,729 182,601

評価・換算差額等 純資産
合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 14,903 310 3,191 18,406 172,208
会計方針の変更による累積的影響額 1,262
会計方針の変更を反映した当期首残高 14,903 310 3,191 18,406 173,471
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △3,250
圧縮記帳積立金の取崩 －
当 期 純 利 益 30,788
自 己 株 式 の 取 得 △0
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,643 △1,830 △186 △186
当 期 変 動 額 合 計 1,643 △1,830 － △186 27,350
当 期 末 残 高 16,547 △1,519 3,191 18,220 200,821

（注）記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書
2022年5月12日

阪 和 興 業 株 式 会 社
取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人
大阪事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 ⽥ 中 基 博
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 成 本 弘 治
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 竹 下 晋 平

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、阪和興業株式会社の2021年４月１日から2022年３月31日まで

の連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表
について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、阪和興

業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点にお
いて適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当

監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業
倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし
ている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することに

ある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよう
な重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告する

ことが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営
者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどう

かを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要
がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明すること
にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決
定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家として

の判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案
し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠
を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の
実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連
する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、
継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け
る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を
喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事
項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、
将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう
かとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会
計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対し
て責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重

要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並び

に監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じ
ている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書
2022年5月12日

阪 和 興 業 株 式 会 社
取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人
大阪事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 ⽥ 中 基 博
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 成 本 弘 治
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 竹 下 晋 平

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、阪和興業株式会社の2021年４月１日から2022年３月31

日までの第75期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びに
その附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算

書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当

監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫
理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法
人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することに

ある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重
要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告する

ことが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどう

かを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必
要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明するこ
とにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思
決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立
案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査
証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の
実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関
連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、
継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け
る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を
喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項
付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、
将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう
かとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計
事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガード
を講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書謄本

監 査 報 告 書
当監査役会は、2021年4月1日から2022年3月31日までの第75期事業年度の取締役の職務の執行に関し

て、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたし
ます。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告

を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締
役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めると
ともに、以下の方法で監査を実施いたしました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び
財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通
及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会
社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議
に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び
運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③財務報告に係る内部統制については、取締役等及び有限責任 あずさ監査法人から当該内部統制の評
価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
④会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を監査業務の品質管理に関する諸法令・基準等に従って整備している旨の
通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

2. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま
す。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システ
ムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含
め、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書並びに連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2022年5月12日

阪和興業株式会社 監査役会
監査役 (常勤) 川 西 英 夫 ㊞
監査役 (常勤) 小笠原 朗 彦 ㊞
監査役 (社外監査役）名 出 康 雄 ㊞
監査役 (社外監査役）大久保 克 則 ㊞
監査役 (社外監査役）髙 橋 秀 行 ㊞

以 上
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株主総会会場ご案内図

HK淀屋橋ガーデンアベニュー 阪和興業株式会社　７階会議室
大阪市中央区伏見町四丁目３番９号
電話： （06）7525-5000

会　　場

交通のご案内

地下鉄御堂筋線
「淀屋橋駅」下車

13号出口から徒歩約２分

京阪電車
「淀屋橋駅」下車

３号出口から徒歩約10分

※駐車場・駐輪場のご用意はござ
いませんので、ご来場の際は、
公共交通機関をご利用ください
ますようお願い申し上げます。

三井住友銀行

ガスビル

みずほ銀行

朝日生命

淀屋橋odona

京阪電車

土佐堀川

三菱UFJ信託銀行

みずほ銀行大同生命

御霊神社

道修町３

伏見町３
13号出口

3号出口

淀屋橋駅

地
下
鉄
　四
つ
橋
線

地
下
鉄
　御
堂
筋
線 Ｎ

淀
屋
橋
駅

肥
後
橋
駅

HK淀屋橋ガーデンアベニュー
阪和興業㈱

至 難波

至 梅田
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